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      介護予防訪問看護 重要事項説明書（介護予防訪問看護契約書別紙） 

< 令和    年    月    日現在 > 
 

この介護予防訪問看護重要事項説明書は、利用者が当該サービスを受けられるに際し、利用者やその家

族に対し、当社の事業運営規程の概要や訪問看護従事者等の勤務体制等、利用者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を記したものです。 
 

１ 事業者（法人）の概要 

法  人  名  株式会社トーリツ 

所  在  地  東京都葛飾区東新小岩７－２－１２  

代 表 者 名  代表取締役  鈴木 恵里子 

代 表 番 号  電話 ０３－３６９１－２２６９  FAX ０３－３６９１－２２７８ 

主な事業内容 

居宅介護支援事業 訪問介護事業 訪問看護事業 通所介護事業 

介護予防事業 福祉用具貸与・販売および住宅改修事業  

 人材紹介サービス事業 教育研修事業 

法人設立年月日  昭和６２年９月１日 

 

２ サービス提供事業所 

事 業 所 名 

所  在  地 

連  絡  先 

 トーリツ訪問看護ステーション 江戸川 

 東京都江戸川区中央２－４－１８ 

 電話 ０３－５６６３－５７５７  

携帯 ０７０－４０２４－６９３５ 

ＦＡＸ ０３－３６５４－６３８３ 

東京都指定事業者番号  第 １３６７１９４０８７ 号 

サービス提供地域  江戸川区 、葛飾区          

 

３ 事業の目的及び運営方針 

  （１）事業の目的 

看護師その他従事者が家庭において介護予防を必要とする方々に対して適正な介護予防訪問

看護を提供することを目的とします。 

（２）運営の方針 

①利用者の心身の特性を把握し、利用者が可能な限りその居宅においてその有する能力に応じ、

心身の機能の維持、回復を図るとともに、生活の質の確保を重視した在宅療養が継続できる

よう援助を行います。 

     ②事業の実施にあたっては、利用者及び家族の意向を踏まえ、行政、保健、医療、福祉の各機

関との連携を図り、適切なサービスの提供に努めます。 

③利用者の人権の擁護、虐待防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に

対し、研修を実施する等の措置を講じます。 

   

４ 営業日および営業時間 

  （１）サービス提供   ３６５日 

  （２）事業所の営業 

営  業  日 
月曜日～金曜日（祝日も営業） 

但し、年末年始（１２月３０日～１月３日）を除く 

営 業 時 間 月曜日～金曜日（祝日も含む） 午前 ９時００分～午後 ６時００分 
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緊 急 連 絡 先 
  ０３‐５６６３‐５７５７  又は ０７０－４０２４－６９３５ 

   ＊２４時間連絡が可能な体制とします 

 

５ 事業所の職員体制 

  

管理者   大谷 友香理 

 

従業員の職種 業務内容 人員数 

管理者 

１ 従業者の管理及び業務管理を一元的に行うものとします。 

２ 従業者に、法令等に規定されている介護予防訪問看護事業の

実施に関し遵守すべき事項についての指揮命令を行います。 

常勤１名 

看護師等 

（看護師・ 

准看護師・ 

理学療法士・ 

作業療法士・ 

言語聴覚士） 

１ 介護予防訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師から文書

による指示を受けます。 

２ 主治の医師の指示及び利用者に係る地域包括支援センター及

び居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケアプ

ラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメン

トを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定め

た介護予防訪問看護計画書を作成します。 

３ 利用者へ介護予防訪問看護計画書について説明し同意を頂

き、サービスを提供します。 

４ 介護予防訪問看護の実施状況を把握し、必要時は介護予防訪

問看護計画書の変更を行います。 

５ 介護予防訪問看護計画書と訪問日・提供した看護内容を記載

した介護予防訪問看護報告書を主治の医師に対して提出し、

密接な連携を図ります。 

６ 利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理

解しやすいように指導又は説明を行います。 

７ 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の

的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な指導

を行います。 

８ サービス担当者会議への出席等により、地域包括支援センタ

ー及び居宅介護支援事業者と連携を図ります。 

看護職員 

常勤   

2.5名以上 

事務員 介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行います。  

 

６ 提供するサービスの内容 

（１） 訪問看護の提供 

＊健康状態のアセスメント：全身の健康状態の観察 

＊日常生活の支援：清潔ケア・栄養管理及びケア・排泄ケア等 

＊家族等介護者の相談・支援：介護や看護負担に関する相談・精神的支援等 

＊医療的ケア：点滴や褥瘡処置等の医療行為・医療機器や留置カテーテルの管理・服薬管理 

       その他医師の指示による医療処置 

＊病状悪化の防止：褥瘡や拘縮・肺炎・低栄養等の予防等 

＊入退院時の支援：入退院時の連携・関係機関等との連絡等 

＊認知症者の看護：症状に対する看護・コミュニケーションの支援等 

＊リハビリテーション：日常生活動作の維持・向上のための訓練等 
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  （２）看護師等の禁止行為 

     看護師等はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

② 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

③ 利用者の同居家族に対するサービス提供 

④ 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 

⑤ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑥ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、迷惑行為等 

 

７ 利用料金 

（１）利用料金 

サービスの利用料金は、介護保険法令に定める介護給付費（介護報酬）に準拠した金額です。

地域区分別の単価（１級地１１．４円）を含んだ金額です。利用者の利用料金は介護保険負担

割合証に記載の割合による額となります。但し、介護保険の給付の範囲を超えたサービス料金

は、全額自己負担となります。なお、加算要件により月々のサービス料金の自己負担額が変動

する場合がございます。 

 

【基本利用料金：通常時間帯（午前８時～午後６時）】              （非課税） 

訪問看護所要時間 利用料金 １割負担 ２割負担 ３割負担 

２０ 分 未 満 ３，４５４円 ３４５円 ６９１円 １，０３６円 

３０ 分 未 満 ５，１４１円 ５１４円 １，０２８円 １，５４２円 

３０分以上１時間未満 ９，０５２円 ９０５円 １，８１０円 ２，７１６円 

１時間以上１時間３０分未満 １２，４２６円 １，２４３円 ２，４８５円 ３，７２８円 

理学療法士等による訪問 

（１回２０分につき） 
３，２３８円 ３２４円 ６４８円 ９７１円 

 

＊准看護師が担当した場合は上記金額の９０％とします。 

＊理学療法士等の介護予防訪問看護についての減算は下記のようになります。 

 

訪問回数 

看護職員≧理学療法士等 １２月を超えて行う場合は１回につき５単位減算 

看護職員＜理学療法士等 １回につき８単位減算 

＊１２月を超えて訪問を行う場合は更に１回につき 

１５単位減算 

１日に２回を超えて介護予防訪問看護を提供した場合、１回につき上記金額の５０％ 

＊指定訪問看護事業所と同一敷地内建物等に居住する利用者又は１ケ月当りの利用者が同一の建

物に２０人以上居住する建物に居住する利用者に対して介護予防訪問看護を行った場合、上記料

金の９０％とします。 

   ＊介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治医（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除

く）が、当該利用者が急性増悪等により一時的に頻回の介護予防訪問看護を行う必要がある旨の

特別の指示を行った場合、当該指示の日から１４日間に限って介護予防訪問看護費は算定しませ

ん。  

 

【加算】                                   （非課税） 

加算名称 利用料金 １割負担 ２割負担 ３割負担 算定回数 

初回加算（Ⅰ） ３，９９０円 ３９９円 ７９８円 １，１９７円 初回のみ 

初回加算（Ⅱ） ３，４２０円 ３４２円 ６８４円 １，０２６円 初回のみ 
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退院時共同指導加算 ６，８４０円 ６８４円 １，３６８円 ２，０５２円 １回当り 

特別管理加算（Ⅰ） ５，７００円 ５７０円 １，１４０円 １，７１０円 月１回 

特別管理加算（Ⅱ） ２，８５０円 ２８５円 ５７０円 ８５５円 月１回 

緊急時介護予防訪問看護加算

（Ⅰ） 
６，８４０円 ６８４円 １，３６８円 ２，０５２円 月１回 

緊急時介護予防訪問看護加算

（Ⅱ） 
６，５４３円 ６５５円 １，３０９円 １，９６３円 月１回 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ６８円 ７円 １４円 ２１円 １回当り 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） ３４円 ４円 ７円 １１円 １回当り 

看護体制強化加算 １，１４０円 １１４円 ２２８円 ３４２円 月１回 

複数名訪問看護加算（Ⅰ） 

３０分未満 

２，８９５円 

３０分以上 

４，５８２円 

３０分未満 

 ２９０円 

３０分以上 

 ４５９円 

３０分未満 

 ５７９円 

３０分以上 

 ９１７円 

３０分未満 

 ８６９円 

３０分以上 

１，３７５円 

１回当り 

複数名訪問看護加算（Ⅱ） 

３０分未満 

２，２９１円 

３０分以上 

３，６１３円 

３０分未満 

 ２３０円 

３０分以上 

 ３６２円 

３０分未満 

 ４５９円 

３０分以上 

 ７２３円 

３０分未満 

 ６８８円 

３０分以上 

１，０８４円 

１回当り 

口腔連携強化加算 ５７０円 ５７円 １１４円 １７１円 月 1回 

専門管理加算 ２，８５０円 ２８５円 ５７０円 ８５５円 月１回 

長時間介護予防訪問看護加算 ３，４２０円 ３４２円 ６８４円 １，０２６円 １回当り 

 

 【算定要件】 

加算名称 算定要件 

初回加算（Ⅰ） 
新規に介護予防訪問看護計画を作成した利用者に対して、病院、診
療所から退院した日に、初回の訪問を行った月に加算する。 

初回加算（Ⅱ） 
新規に介護予防訪問看護計画を作成した利用者に対して、病院、診
療所から退院した日の翌日以降に、初回の訪問を行った月に加算す
る。 

退院時共同指導加算 

主治の医師等と連携して退院時共同指導を行った利用者へ、退院・
退所後に初回の訪問を行った場合、１回（特別な管理を要する方は
２回）に限り加算する。 
但し、初回加算を算定する場合、当該加算は算定しない。 

特別管理加算（Ⅰ) 
特別な管理を必要とする利用者に対して、計画的な管理を行った場
合に加算する。 

特別管理加算（Ⅱ) 
特別な管理を必要とする利用者に対して、計画的な管理を行った場
合に加算する。 

緊急時介護予防訪問看護加算（Ⅰ） 

①利用者又はその家族から電話等により看護に関する意見を求めら
れた場合に、常時対応できる体制にあること。 

②緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管
理等の体制の整備が行われていること。 

緊急時介護予防訪問看護加算（Ⅱ） 
利用者又はその家族から電話等により看護に関する意見を求められ
た場合に、常時対応できる体制にあること。 
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サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

① 看護師等の総数のうち勤続７年以上が３０％以上いること。 
② すべての看護師等に対し、研修計画（外部研修含む）を作成し、

実施又は実施予定としていること。 
③ 利用者に関する情報・留意事項の伝達又は技術指導を目的とし

た会議を定期的に開催すること。 
④ すべての看護師等に対し健康診断を定期的に実施すること。 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

① 看護師等の総数のうち勤続３年以上が３０％以上いること。 
② すべての看護師等に対し、研修計画（外部研修含む）を作成し、

実施又は実施予定としていること。 
③ 利用者に関する情報・留意事項の伝達又は技術指導を目的とし

た会議を定期的に開催すること。 
④ すべての看護師等に対し健康診断を定期的に実施すること。 

看護体制強化加算 

① 介護予防訪問看護の提供に当たる従業者の総数に占める看護職
員の割合が６割以上であること。 

② 緊急時訪問看護加算を算定した利用者割合が前６ヶ月間におい
て 50/100を超えていること。 

③ 特別管理加算を算定した利用者割合が前６ヶ月間において
20/100 を超えていること。 

複数名訪問加算（Ⅰ） 

 同時に複数の看護師等が１人の利用者に対して介護予防訪問看護を
行ったときに加算する。複数名により介護予防訪問看護を行うこと
について、利用者やその家族等の同意を得ている場合であって、次
のいずれかに該当する場合。 
① 利用者の身体的理由により１人の看護師等による介護予防訪問

看護が困難と認められる場合 
② 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為が認められる場合 
③ その他、利用者の状況から判断して、①又は②に準ずると認め

られる場合。 

複数名訪問加算（Ⅱ） 

同時に看護師等が看護補助者と１人の利用者に対して介護予防訪問
看護を行ったときに加算する。複数名により介護予防訪問看護を行
うことについて、利用者やその家族等の同意を得ている場合であっ
て、次のいずれかに該当する場合。 
① 利用者の身体的理由により１人の看護師等による介護予防訪問

看護が困難と認められる場合 
② 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為が認められる場合 
③ その他、利用者の状況から判断して、①又は②に準ずると認め

られる場合。 

口腔連携強化加算 
事業所の従業員が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、
利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、評
価の結果を情報提供した場合。 

専門管理加算 
① 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専

門の研修を受けた看護師が計画的な管理を行った場合。 
② 特定行為研修を修了した看護師が計画的な管理を行った場合。 

長時間介護予防訪問看護加算 
特別管理加算の対象者に対して、１回の時間が１時間３０分を超え 
る訪問看護を行った場合、訪問看護の所定サービス費（１時間以上 
１時間３０分未満）に加算する。 

＜その他＞ 

１ 通常時間帯以外の時間帯でサービスを行う場合は以下の割合で基本料金に割増料金が加算さ

れます。 

早朝（午前６時～午前８時） ２５％ 

夜間（午後６時～午後１０時）２５％ 

深夜（午後１０時～午前６時）５０％ 
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２ サービス利用料金は、利用実績に基づいて請求させて戴きます。但し、介護保険適用の場合で

も保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合があります。その場合

は基本料金を全額お支払い戴きます。そのお支払いが確認出来次第、事業者よりサービス提供

証明書を発行致しますので、後日当該区市町村窓口に提出し、払い戻しを受けて下さい。 

（２）その他実費 

①エンゼルケア 

在宅でお亡くなりになられた場合、お体をきれいにしたりする処置をします。 

 ＊実費 ２２，０００ 円（税込）介護保険外サービスとなります。 

②交通費 

看護師等が利用者のお宅を訪問する際にかかる交通費については、通常のサービス提供地域に

お住まいの方は無料です。それ以外の地域の方は事業所から路上直線距離を基準とした交通費

を算出し、その金額は利用者の実費負担となります。又、やむを得ず公共交通機関を利用して

訪問した場合も利用者の実費負担となります。   

＊通常の実施地域を越えて１ｋｍにつき １１０円（税込） 

（３）キャンセル料 

  ①利用者のご都合によりサービスの利用を中止する際には速やかにサービス提供事業所まで

ご連絡下さい。 

②サービスの中止を申し出た場合は下記のキャンセル料が発生します。但し、利用者の病変な

どやむを得ない事情がある場合は、キャンセル料は発生しません。 

サービス提供日の前日までにサービス 

中止のご連絡があった場合 

無 料 

サービス提供日の前日までにサービス 

中止のご連絡がなかった場合 

    １，１００円（税込） 

 

（４）その他の費用 

     サービス実施に必要な居宅の水道、ガス、電気、電話等の費用は、利用者のご負担となります。 

（５）利用料等のお支払い方法 

請求締日 月末締 

請求書 翌月１７日までに発送 

支払方法 

ゆうちょ銀行 口座振替（月末） 

ゆうちょ銀行以外の金融機関 口座振替(翌月４日) 

コンビニ振込（月末までに） 

＊振替・振込手数料は事業者負担とします。 

 

８ 虐待の防止について 

（１）事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために次に掲げるとおり必要な措置を講じ

ます。 

①虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、従業者等

に周知徹底を図っています。 

②虐待防止のための指針を整備しています。 

③従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を定期的に実施しています。 

④成年後見制度の利用を支援します。 

⑤虐待防止に関する担当者を選定します。 

虐待防止に関わる責任者 管理者 大谷 友香理 

（２）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・ご親族・同居人等） 

   による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市区町村に通報し

ます。 
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（３）虐待通報の窓口 

江戸川区介護保険課権利擁護係 

電話番号：０３－５６６２－９０１１ 

受付時間：（土・日・祝祭日・年末年始を除く） 

午前８時３０分～午後５時まで 

 

９ 身体拘束について 
事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場
合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に
対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがありま
す。その場合は、身体拘束を行った様態及び日時、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得ない
理由についての記録を行います。また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極
的に行います。 

緊急性 
直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が
及ぶことが考えられる場合に限ります。 

非代替性 
身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶこと
を防止することができない場合に限ります。 

一時性 
利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合
は、直ちに身体拘束を解きます 

 

１０ 勤務体制の確保等について 
   （１）事業者は、従業者の資質の向上を図るために、研修の機会を設けます。 

   （２）職場におけるハラスメント防止の取り組み 

      ①事業者は、職場における内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針
を明確化し、従業者に周知・啓発しています。 

      ②事業者は相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための
窓口をあらかじめ定め、従業者に周知しています。 

   （３）利用者が事業者の職場に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セク
シャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

１１ 秘密の保持と個人情報の保護について   

（１）利用者及びその

家族に関する秘密の保

持について  

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の

保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を

遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の従業者は、サービス提供をする上で知り得た

利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしま

せん。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した

後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後

においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約

の内容とします。  

（２）個人情報の保護

について  

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担

当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利

用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限

り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いませ

ん。 

② 事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録

物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良
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な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏

洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内

容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削

除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に

必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料

などが必要な場合は利用者の負担となります。)  
 

１２ 事業継続計画の策定等について 

  （１）事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護の提供を継続 

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）

を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施します。 

（３）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い

ます。 

 

１３ 衛生管理等について 

  （１）従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（３）事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講

じます。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむ

ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１４ 緊急時の対応について 

   サービス提供中に利用者の状態に急変等が生じた場合は、必要に応じて臨時応急の手当を行うとと

もに速やかに主治の医師、救急隊、家族、地域包括支援センター及び居宅介護支援事業者等へ連絡

し、必要な処置を講じます。 

 

１５ 事故発生時の対応方法について 

   事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、区市町村、利用者の家族

等に連絡・報告して必要な措置を講じます。又、当該事故の状況及び事故に際して採った措置につ

いて記録し、２年間保存します。 
 
１６ 事故再発防止 

   事業者は、万が一事故が発生した後、その事故の起こった要因を充分検討し原因の解明を全力で行

い、再発防止に努めます。 

 

１７ 衛生管理 

（１）食中毒及び感染症の発生を防止するための取り組みを行います。 

   （２）看護師等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

   （３）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

 

１８ サービスに関する相談・要望・苦情等について 

   （１）利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。 

（２）苦情や相談があった場合、苦情相談担当者はしっかりとお話を聞き、場合によってはご自宅

へ伺うなど、状況の把握や事実確認に努めます。 
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（３）苦情相談担当者（応対者）は速やかに管理者に状況等の報告を行い、利用者及びその家族の

立場に立った適切な対処方法を検討します。 

   （４）検討内容については適宜連絡いたします。また、最終的な対処方法などは必ず利用者及びそ

の家族へ報告します。 

   （５）苦情または相談内容については真摯に受け止め、個人情報の取り扱いに充分配慮した上で、 

再発防止策や今後のサービス向上のための取り組みを従業者全員で検討します。 

 

（事業所相談、要望、苦情等窓口） 

氏    名 大谷 友香理 

事 業 所 名 トーリツ訪問看護ステーション 江戸川 

電 話 番 号 ０３－５６６３－５７５７ 

＊窓口対応基本手順 
①相談・要望・苦情等の受付 → ②問題内容の確認 → ③担当責任者への報告 →  

④原因追求及び究明→ ⑤問題解決に向けた対応の実施 → ⑥再発防止及び改善措置 →  

⑦利用者への報告 → ⑧記録の作成、保管及び責任者への報告 

 

（その他、区市町村他の相談・苦情窓口） 

各 区 市 町 村 
江戸川区介護保険課事業者調整係  ０３－５６６２－００３２ 

葛飾区福祉部介護保険課      ０３－３６９５－１１１１ 

国  保  連 

（東京都国民健康保険団体連合会） 

受付時間（土・日・祝祭日を除く）午前９時～午後５時まで           

苦情相談窓口専用  ０３－６２３８－０１７７（直通） 
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以上、サービスの提供にあたり、上記の通り重要事項について説明致しました。尚、本書は契約締結の

際、契約書と一体となる事をご了承下さい。 

 

 

令和   年   月   日 

 

説明者から介護予防訪問看護の重要事項の内容について説明を受け、同意すると共に書面の

交付を受けました。 

 

＜利用者＞   住 所                            

 

氏 名                           

 

 

代理人（代筆者） 住 所                           

  （続柄：    ） 

氏 名                           

 

 

＜事業所＞    住 所   東京都江戸川区中央２－４－１８ 

事業所名  トーリツ訪問看護ステーション 江戸川     

管理者    大谷 友香理 

 

説明者                    

 

（令和６年１２月改正） 


